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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　触媒層と集電体とを有する空気極を備え、金属極を収容する外装体に前記空気極を装着
した金属空気電池において、
　前記外装体は、熱可塑性樹脂でラミネートされた紙で形成されており、
　前記外装体は、前記空気極で覆われる開口部を有し、
　前記開口部の全周に沿った前記外装体の熱可塑性樹脂と前記空気極の前記触媒層との熱
融着により、前記外装体と前記空気極とが接合されており、
　前記開口部を挟んで前記空気極と反対側に、前記開口部の縁部を跨ぐ非透液性のフィル
ムが熱融着されていることを特徴とする金属空気電池。
【請求項２】
　前記空気極と前記外装体との間に、熱可塑性を有する熱融着用シートが配置され、前記
熱融着用シートを介して前記外装体の熱可塑性樹脂と前記触媒層とが熱融着されているこ
とを特徴とすることを特徴とする請求項１に記載の金属空気電池。
【請求項３】
　前記触媒層は、表面に凹凸を有する触媒シートであり、
　前記触媒シートはメッシュ状の前記集電体にプレスして設けられていることを特徴とす
る請求項１又は２に記載の金属空気電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、金属極を収容する外装体に空気極を装着した金属空気電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　金属極を収容する外装体に空気極を装着した金属空気電池が知られている。この種の金
属空気電池に用いられる空気極と外装体（電槽、電池ケースとも称する）は、接着剤で接
着されていた。（例えば、特許文献１、２）。接着剤を用いる方法は、接着剤の量のばら
つきや、接着位置のばらつきが生じ易い。接着剤のばらつきは、使用中の漏液の原因とな
り、不良品となってしまう。これを機械的に解決しようとすると、大掛かりな装置が必要
となってしまう。
　さらに、硬化に時間を要するため、電池完成までに多くの時間がかかってしまう。また
、硬化（静置）させるための場所も必要となる。
【０００３】
　また、外装体をポリ塩化ビニルからなるプラスチック電槽とし、ガス拡散電極の周縁部
から電槽に跨がって熱溶着性フィルムをあて、熱溶着性フィルムを加熱圧着する方法が提
案されている（特許文献３）。しかし、プラスチック電槽に、ヒートシールで接着を行っ
ても、電極との接着面が平らであるため、接着剤で接着を行うことに比べ効果が少ない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－２０１１２２号公報
【特許文献２】特開平８－２２２２３１号公報
【特許文献３】特開昭５１－１３８８３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、外装体を、紙を含有するシート材で形成すれば、低コスト且つ軽量で、廃棄
性にも有利となる。しかし、紙製の外装体は撓みやすいため、接着材を用いた接着作業が
し難く、接着剤の量のばらつきや接着位置のばらつきがより生じやすい。また、紙製の外
装体（紙電槽とも言う）に、空気極を介して空気を取り込む開口部を設けた場合、開口部
の端面に電解液が浸透すると、紙電槽の強度低下や外観の劣化を招いてしまうため、開口
部の端面に接着剤を施すなどの対策が必要になる。そのため、硬化時間を考慮した場合、
より多くの時間を要してしまう。
　一方、特許文献３の方法では、熱融着性フィルムを単独部品で用意する必要があり、且
つ、熱融着性フィルムを空気極の周縁部から電槽の電極取付口の縁部に跨がる位置に配置
する必要がある。このため、熱融着性フィルムの位置にばらつきが生じやすく、フィルム
の取付作業に熟練を要する。
　しかも、特許文献３では、電極取付口から延出するリブを設け、このリブと熱融着性フ
ィルムとの間に空気極の縁部を挟持するようにしているが、プラスチック電槽に比して薄
く、且つ、強度が低い紙製の電池ケースの場合、上記のリブを設けることは困難である。
【０００６】
　本発明は、上述した事情を鑑みてなされたものであり、外装体を紙で形成した構成で、
外装体に空気極を容易、且つ、短時間で取り付け可能な金属空気電池を提供することを目
的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述した課題を解決するため、本発明は、触媒層と集電体とを有する空気極を備え、金
属極を収容する外装体に前記空気極を装着した金属空気電池において、前記外装体は、熱
可塑性樹脂でラミネートされた紙で形成されており、前記外装体は、前記空気極で覆われ
る開口部を有し、前記開口部の全周に沿った前記外装体の熱可塑性樹脂と前記空気極の前
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記触媒層との熱融着により、前記外装体と前記空気極とが接合されており、前記開口部を
挟んで前記空気極と反対側に、前記開口部の縁部を跨ぐ非透液性のフィルムが熱融着され
ていることを特徴とする。
【０００９】
　また、上記構成において、前記空気極と前記外装体との間に、熱可塑性を有する熱融着
用シートが配置され、前記熱融着用シートを介して前記外装体の熱可塑性樹脂と前記触媒
層とが熱融着されるようにしても良い。
　また、上記構成において、前記触媒層は、表面に凹凸を有する触媒シートであり、前記
触媒シートはメッシュ状の前記集電体にプレスして設けられるようにしても良い。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、外装体は、熱可塑性樹脂でラミネートされた紙で形成され、この外装
体の熱可塑性樹脂と空気極の触媒層とを熱融着して外装体と空気極とを接合しているので
、外装体を紙で形成した構成で、外装体に空気極を容易、且つ、短時間で取り付け可能に
なる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の第１実施形態に係る金属空気電池を前面から見た正面図である。
【図２】金属空気電池の側断面図（Ａ－Ａ断面図）である。
【図３】止水フィルムを説明する図であり、図３（Ａ）は一体型の止水フィルムを示した
図であり、図３（Ｂ）は別体型の止水フィルムを示した図である。である。
【図４】第１実施形態の熱融着工程を模式的に示した図である。
【図５】第２実施形態の熱融着工程を模式的に示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、図面を参照して本発明の一実施の形態について説明する。
（第１実施形態）
　図１は本発明の第１実施形態に係る金属空気電池１０を前面から見た正面図であり、図
２は側断面図（Ａ－Ａ断面図）である。
　金属空気電池１０は、中空箱形状の外装体１１（電槽、電池ケースとも称する）と、外
装体１１外に露出する空気極１３と、外装体１１内に収容される金属極１５とを備えてい
る。この金属空気電池１０は、外装体１１内に水系の電解液が注液されることによって、
空気極１３が正極として作用し、金属極１５が負極として作用する一次電池である。図１
、及び後述する各図に示す上下左右などの各方向は、金属空気電池１０を電池（セル）と
して使用するときの各方向に対応している。但し、使用状況などによっては設置方向を適
宜に変更しても良い。
【００１３】
　外装体１１は、折り曲げ自在な１枚のシート材を２つ折りし、その両側縁を接合し、折
り曲げ加工することによって形成されている。この外装体１１は、薄型の直方体形状に形
成され、外装体１１の底面を構成する底板部２１と、前面を構成する前壁部２２と、後面
を構成する後壁部２３と、左右側面を構成する左右の側壁部（左壁部、右壁部）２４と、
上面を構成する上板部２５とを一体に有している。前壁部２２、及び後壁部２３は、上下
方向よりも左右方向に長い同一形状の面（横長面）であって、互いに平行に配置され、外
装体１１の中で最大の面を構成している。
【００１４】
　前壁部２２には、空気極１３で覆われる矩形状の開口部２２Ｋが設けられている。
　図２に示すように、前壁部２２と後壁部２３との間に、空気極１３と対向するように金
属極１５が配置されている。底板部２１は側面視で下方凸のＶ字形状に折り曲げられて形
成されており、金属極１５の下端は、底板部２１の傾斜に案内されて下方凸の部分２１Ｔ
に嵌り、金属極１５の下端が位置決めされる。
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　前壁部２２、及び後壁部２３の上端は折り曲げられて上板部２５を形成している。上板
部２５は、前壁部２２、及び後壁部２３側から金属極１５の上部を挟持するように交互に
金属極１５の手前、及び金属極１５を超えて下方に折り曲げられた折り曲げ部２５Ａ、２
５Ｂ、２５Ｃ、２５Ｄを有し、これら折り曲げ部２５Ａ～２５Ｄによって金属極１５の上
部を支持している。これによって、金属極１５は空気極１３と平行に支持される。
　なお、折り曲げ部２５Ａ、２５Ｃが前壁部２２側を折り曲げた部分であり、折り曲げ部
２５Ｂ、２５Ｄが後壁部２３側を折り曲げた部分である。金属極１５の両側には、同一幅
の隙間ＳＦ、ＳＲが設けられ、これら隙間ＳＦ、ＳＲに対応する空間内に電解液が満たさ
れる。図２中、符号ＵＬは電解液の液面を示している。
【００１５】
　金属極１５には、マグネシウム合金が使用され、電解液には、塩化ナトリウム水溶液が
使用される。なお、金属極１５に、亜鉛、鉄、アルミニウムなどの金属またはその合金を
用いることが可能である。金属極１５に亜鉛を用いた場合は、電解液に水酸化カリウム水
溶液を用いるようにすれば良く、金属極１５に鉄を用いた場合は、電解液にアルカリ系水
溶液を用いるようにすれば良い。また、金属極１５にアルミニウムを用いた場合は、水酸
化ナトリウム又は水酸化カリウムを含む電解液を用いるようにすれば良い。
【００１６】
　空気極１３は、集電体を構成する矩形状の銅メッシュ１３Ａ（図１）と、触媒層を構成
する触媒シート１３Ｂ（図１）とを備えている。この触媒シート１３Ｂは、少なくとも酸
化還元触媒とバインダとを混合して所定粘度の導電材料スラリーを得、ローラープレス機
などを用いて所定厚さのシート状にした後、所定時間、所定温度で乾燥、焼成させて形成
される。この触媒シート１３Ｂは、銅メッシュ１３Ａと略同等の大きさのシートに裁断さ
れた後、銅メッシュ１３Ａの両面に圧迫（プレス）して銅メッシュ１３Ａと一体化される
。
【００１７】
　酸化還元触媒には、ケッチェンブラックなどのカーボンブラックの他に、カーボンウィ
スカー、グラファイト、グラファイトウィスカー、活性炭、カーボンナノチューブ、カー
ボンナノワイヤー、カーボンナノホーンなどの炭素材料、銅やアルミニウムなどの金属材
料、又はポリフェニレン誘導体などの有機導電性材料を使用することができる。また、上
記材料の他に、触媒として、白金、コバルト、又は二酸化マンガンなどの金属や酸化物な
どを使用することができる。
　バインダには熱可塑性バインダが用いられる。具体的には、ポリオレフィン系樹脂（ポ
リエチレンやポリプロピレンなど）、又は、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ、テ
フロン（登録商標）とも言う）などを使用することができる。
【００１８】
　この触媒シート１３Ｂは、粒状の酸化還元触媒やバインダなどを練って焼成したもので
あるため、表面に凹凸を有しており、ローラープレス機でプレスした後もある程度の凹凸
が維持されている。
　なお、銅メッシュ１３Ａの一部は触媒シート１３Ｂの外に露出し、この外部に露出する
部分は空気極１３の端子１３Ｔとして用いられる。
【００１９】
　外装体１１を形成するシート材には、熱可塑性樹脂でラミネートされた紙（ラミネート
紙）が用いられる。これによって、電解液が外部に染み出す（漏れる）ことがなく、また
、金属缶や樹脂製容器を使用する場合に比して、軽量かつ安価な外装体１１を得ることが
でき。なお、本実施形態では、基材となる紙の両面をラミネート加工した両面ラミネート
紙が用いられている。
　熱融着性樹脂を用いるため、熱融着（ヒートシールとも言う）により接合して液密な箱
形状に形成することができる。さらに、外装体１１の紙の比率を５０％超にし、紙ゴミと
して廃棄することも可能になる。
【００２０】
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　熱可塑性樹脂には、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン、エチレン－酢酸ビニル共
重合体などのポリオレフィン系樹脂が好適である。なお、液密な箱形状に形成可能とする
ものであり、熱融着が可能なものであれば任意の樹脂を使用すれば良い。
　紙には、コートボール、ノーコートボール、板紙、カード紙などの比較的厚手の強度を
有する素材が好適に使用できる。また、紙と熱融着性樹脂が予め複合化された、カップ原
紙や紙パック原紙なども好適に使用することができる。
【００２１】
　図２に示すように、本実施形態では、外装体１１の開口部２２Ｋを外側から空気極１３
で覆い、開口部２２Ｋの端部を内側から非透液性のフィルムとしての止水フィルム１３１
で覆う構成としている。これによって、空気極１３全体を外部に露出させ、空気極１３の
端子１３Ｔへのアクセス（例えば、配線接続）を容易にすることができ、且つ、止水フィ
ルム１３１により開口部２２Ｋの端面を被覆することができる。
【００２２】
　図３（Ａ）は止水フィルム１３１を示している。
　止水フィルム１３１は、空気極１３で覆われる矩形の開口部２２Ｋの各辺を被覆する４
つの矩形状の被覆部１３２、１３３、１３４、１３５を一体に備えた四方枠状に形成され
ている。この止水フィルム１３１の素材には、上述したポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロ
ピレンなどの熱融着性樹脂で形成された非透液性のフィルムが用いられる。
　この止水フィルム１３１が開口部２２Ｋの端面を被覆することにより、開口部２２Ｋの
端面からの電解液の浸透を防止することができる。
【００２３】
　図３（Ｂ）は止水フィルム１３１の他の例を示している。
　この止水フィルム１３１の４つの被覆部１３２～１３５は別々に作成されている。つま
り、４つの被覆部１３２～１３５に相当する短冊部を別々に作成し、各短冊部を、熱融着
などにより接合して開口部２２Ｋの縁部に渡って延出する枠状の止水フィルム１３１にし
ている。
　この別体型の止水フィルム１３１の場合、図３（Ａ）の一体型の止水フィルム１３１と
比べて、フィルム素材から切り出す際にフィルム素材の余りを低減することができる。ま
た、様々な形状のフィルムを作成し易くなり、設計変更やサイズ変更に対応し易くなる。
【００２４】
　本実施形態の外装体１１、空気極１３及び止水フィルム１３１の各々の接合は、一回の
熱融着工程（熱融着作業）で完了する。
　すなわち、外装体１１の開口部２２Ｋに対し、外装体１１の表面（外部に露出する面）
に空気極１３を重ねるとともに、外装体１１の裏面（内部に露出する面）に止水フィルム
１３１を重ねて配置し、その状態で、ヒートシール装置（熱融着機とも言う）を用いて加
熱することによって、図２に示したように、外装体１１の熱可塑性樹脂と空気極１３とを
熱融着するとともに、止水フィルム１３１の外周側を外装体１１の熱可塑性樹脂に熱融着
し、且つ、止水フィルム１３１の内周側を空気極１３に熱融着する。
　この熱融着工程は、作業者が手作業で行っても良いし、製造ライン上に設けた自動ヒー
トシール装置が自動で行うようにしても良い。なお、熱融着の方式は、熱源の熱を用いる
方式、高周波を用いる方式、超音波を用いる方式のいずれでも良い。
【００２５】
　図４は熱融着工程を模式的に示した図である。
　図４中、符号ＨＢ１、ＨＢ２は、ヒートシール装置が備える一対のヒータブロックであ
り、上側を上ヒータブロックＨＢ１、下側を下ヒータブロックＨＢ２と表記する。
　また、図４中、符号１００は、外装体１１を組み立てる前の展開状態のシートであり、
ラミネート紙を所定形状に打ち抜いて開口部２２Ｋを形成した後のシート材の一部を示す
ものである（以後、打ち抜きシートと言う）。
　図４に示すように、空気極１３と打ち抜きシート１００と止水フィルム１３１とを順に
重ね、これらを下ヒータブロックＨＢ２に配置する。次いで、上ヒータブロックＨＢ１を
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下方に可動させて上下のヒータブロックＨＢ１、ＨＢ２間に、空気極１３、打ち抜きシー
ト１００、及び止水フィルム１３１を挟んだ状態とし、各ヒータブロックＨＢ１，ＨＢ２
により上下から予め定めた温度まで加熱する。
　これによって、空気極１３と外装体１１の熱可塑性樹脂とが熱融着されるとともに、止
水フィルム１３１が外装体１１の熱可塑性樹脂、及び空気極１３のそれぞれに熱融着され
る。なお、前記熱融着は、熱融着する部分のみ露出する所望形状の専用冶具（図示せず）
にて夫々の位置決めを行い、下ヒータブロックＨＢ２に配置することで、空気極１３と打
ち抜きシート１００と止水フィルム１３１との位置がずれることなく、また、熱融着した
い部分のみ熱融着することが可能である。
【００２６】
　この熱融着の際、空気極１３の触媒シート１３Ｂが外装体１１に接しており、触媒シー
ト１３Ｂと外装体１１の熱可塑性樹脂とが熱融着される。また、止水フィルム１３１の内
周側は空気極１３の触媒シート１３Ｂに接しており、止水フィルム１３１の内周側は触媒
シート１３Ｂに熱融着される。
　上述したように、触媒シート１３Ｂは、表面に凹凸を有しているので、表面の凹凸に外
装体１１の熱可塑性樹脂が入り込み、その状態で熱融着されることになる。このため、平
滑面に外装体１１の熱可塑性樹脂を熱融着した場合と比べ、空気極１３と外装体１１の熱
可塑性樹脂との接合強度が高まることを期待できる。なお、触媒シート１３Ｂの表面粗さ
、熱可塑性樹脂の厚さ、及び材質、加熱温度などを適宜に調整することによって、接合強
度を調整することもし易くなる。
【００２７】
　図４には、上ヒータブロックＨＢ１、及び下ヒータブロックＨＢ２を空気極１３の外形
状とほぼ同じ大きさを有する直方体形状に形成した場合を示している。この構成により、
一回の熱処理で、空気極１３と打ち抜きシート１００と止水フィルム１３１との接合領域
全体を加熱し、これらをまとめて熱融着することができる。
　但し、各ヒータブロックＨＢ１、ＨＢ２の形状は上記形状に限らず、熱融着可能な範囲
で適宜に変更しても良い。例えば、ヒータブロックＨＢ１、ＨＢ２の両方、又はいずれか
一方を、空気極１３の外周縁に沿って連続する枠形状にし、空気極１３の外周縁に対応す
る領域だけを加熱するようにしても良い。
【００２８】
　次に、実施例及び比較例を説明する。なお、実施例は以下のものに限定されるものでは
ない。
（実施例１）
　熱融着（ヒートシール）により、空気極１３と打ち抜きシート１００（外装体１１）と
止水フィルム１３１とを接合した。この接合作業は、作業者５人でそれぞれ６セルずつ手
動式ヒートシール装置を用いて手作業で行った。また、接合後に打ち抜きシート１００を
折り曲げて外装体１１に組み立て、これに電解液を注液し、放電試験を行った。なお、放
電試験は、電流密度１５ｍＡ／ｃｍ２で０Ｖカットオフまで行った。
　放電試験の間、及び試験後において、全てのセルで漏液は見られなかった。また、接合
に要した時間は、１セルあたり平均３０秒であった。接合が終わったものを直ぐに重ねて
も問題がないため、打ち抜きシート１００（外装体１１）を重ねるスペースがあれば作業
を行うことができた。このため、３０セル分の空気極１３の接合を行うのに要した作業台
の面積は、手動式ヒートシール装置を配置するスペース（本実施例では約１ｍ２）程度で
あった。
【００２９】
（比較例１）
　接着剤を用いて空気極１３と打ち抜きシート１００（外装体１１）と止水フィルム１３
１とを接合した。この接合作業は、作業者５人でそれぞれ６セルずつ手作業にて接着を行
った。また、接着剤が硬化した後に、実施例１と同条件で放電試験を行った。
　本比較例では、耐薬品性、耐水性の観点からセメダイン社製のエポキシ系樹脂を接着剤
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として用いた。このとき、全３０セル中、２６セルは漏液しなかったが、４セルからは漏
液が見られた。また、接着の作業時間は、１セルあたり平均４分間程度であったが、外装
体１１の表面と裏面の両方の接着剤を硬化させる時間が必要であったため、接着から組立
までに２日間を要した。
　また、接着後に外装体１１を重ねることが困難であったため、接着剤が硬化するまで外
装体１１を重ねずに並べて配置する静置場所が必要であった。このため、３０セル分の空
気極１３の接合に要した作業台の面積は４ｍ２程度であった。
【００３０】
　実施例１、及び比較例１の結果を表１に示している。表１には、漏液の有無、空気極１
３の接合に要した時間（接合時間）、セル組立に要した時間（セル組立時間）、及び、３
０セルの空気極１３の接合に要した作業台の面積（作業台の面積）を記載している。
【００３１】
【表１】

【００３２】
　本実施形態では、ラミネート紙で形成された外装体１１に空気極１３と止水フィルム１
３１とを直接重ね、上下から加熱して熱融着するので、撓みやすい紙製の外装体１１であ
っても、接合作業が簡易であり、且つ、表１に示すように、接合作業も３０秒程度と短時
間で行うことができた。また、作業者毎のばらつきを抑えて漏液不要を回避することもで
きた。
　これらにより、接着剤を用いる場合と比べて、空気極１３を簡易、且つ短時間で取り付
けることができた。しかも、静置時間や静置場所を確保する必要もないので、生産性の向
上、及び低コスト化に有利である。
【００３３】
　以上説明したように、本実施の形態では、外装体１１を熱可塑性樹脂でラミネートされ
た紙で形成し、外装体１１の熱可塑性樹脂と空気極１３の触媒シート１３Ｂとを熱融着し
て外装体１１と空気極１３とを接合するので、紙製の外装体１１に空気極１３を容易、且
つ、短時間で取り付けることができ、また、接着材を用いる場合と比べて人によるばらつ
きを抑え、漏液不良を抑え易くなる。
　しかも、空気極１３の触媒シート１３Ｂが表面に凹凸を有するので、熱可塑性樹脂が触
媒シート１３Ｂの凹凸に入り込み、接合強度の向上を期待できる。
【００３４】
　また、外装体１１の空気極１３で覆われる開口部２２Ｋの全周に沿って外装体１１の熱
可塑性樹脂と触媒シート１３Ｂとを熱融着するので、開口部２２Ｋの全周からの電解液の
漏れを抑えることができる。
　また、開口部２２Ｋを挟んで空気極１３と反対側に、開口部２２Ｋの縁部を跨ぐ非透液
性の止水フィルム１３１を熱融着しているので、開口部２２Ｋへの電解液の浸透を防止す
ることができる。これにより、紙製の外装体１１の強度低下を長期に渡って抑えることが
できる。
【００３５】
　さらに、触媒シート１３Ｂに用いるバインダに熱可塑性バインダを用いているので、バ
インダの熱可塑性により外装体１１との接合強度の向上を期待できる。
【００３６】
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（第２実施形態）
　図５は第２実施形態の熱融着工程を模式的に示した図である。
　第２実施形態では、空気極１３と打ち抜きシート１００（外装体１１）との間に、熱可
塑性を有する熱融着用シート１５１を配置し、この熱融着用シート１５１を介して外装体
１１の熱可塑性樹脂と空気極１３の触媒シート１３Ｂとを熱融着するようにしている。
　この場合、図５に示すように、空気極１３と熱融着用シート１５１と打ち抜きシート１
００と止水フィルム１３１とをまとめて積層しておくことで、一回の熱融着工程で熱融着
することが可能である。
【００３７】
　このように、空気極１３と打ち抜きシート１００（外装体１１）との間に熱融着用シー
ト１５１を配置した場合、空気極１３と外装体１１との間に存在する熱可塑性材料の量を
増やすことが可能になる。
　このため、外装体１１表面の熱可塑性樹脂が薄い場合（つまり、ラミネート厚を薄く設
定した場合）でも、空気極１３と外装体１１との間に、熱融着に十分な熱可塑性材料の量
を確保することができる。
　従って、空気極１３と外装体１１との間に、熱融着な必要な材料を容易に確保でき、適
切に熱融着することが可能になる。
【００３８】
　さらに、熱融着用シート１５１の厚さ、材料、及び形状などの条件設定は比較的容易な
ので、様々な空気極１３や外装体１１に合わせて熱融着用シート１５１を製作し、より熱
融着し易くすることも可能である。
【００３９】
　以上、本発明を実施するための形態について述べたが、本発明は上述の実施形態に限定
されるものではなく、本発明の技術思想に基づいて各種の変形、及び変更が可能である。
　例えば、外装体１１の形状は適宜に変更しても良く、空気極１３の形状も適宜に変更し
ても良い。また、上述の各実施形態では、止水フィルム１３１を用いる場合を説明したが
、開口部２２Ｋの端面が予め止水処理されている等で、開口部２２Ｋの端面からの電解液
の浸透が問題とならない場合には、止水フィルム１３１を省略しても良い。止水フィルム
１３１を省略すれば、部品点数の削減や、熱融着作業の容易化をより図ることが可能にな
る。
　また、上述の実施形態では、触媒シート１３Ｂの表面に凹凸を有する場合を説明したが
、凹凸の有無に関係なく打ち抜きシート１００への熱融着は可能である。要は、空気極１
３と触媒シート１３１とを熱融着した部分から電解液が浸透しない構造であれば、特に限
定されるものではない。
【符号の説明】
【００４０】
　１０　金属空気電池
　１１　外装体
　１３　空気極
　１３Ａ　銅メッシュ（集電体）
　１３Ｂ　触媒シート（触媒層）
　１５　金属極
　２２Ｋ　開口部
　１００　打ち抜きシート
　１３１　止水フィルム
　１５１　熱融着用シート
【要約】
【課題】外装体を紙で形成した構成で、外装体に空気極を容易、且つ、短時間で取り付け
可能な金属空気電池を提供する。
【解決手段】外装体１１を熱可塑性樹脂でラミネートされた紙で形成し、外装体１１の熱
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可塑性樹脂と空気極１３の触媒シート１３Ｂとを熱融着して外装体１１と空気極１３とを
接合するようにした。
【選択図】図１

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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